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指標名 単位 年度 H22（2010） H23（2011） H24（2012） H25（2013） H26（2014）

日常生活用具給付等事業日常生活用具給付等事業日常生活用具給付等事業日常生活用具給付等事業

開始年度 1998 終了年度 9999

目的 ひとり暮らし高齢者または高齢者世帯員の心身機能の低下に伴う火事、やけどなどの防止を図る。
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事業名

部署名 長寿福祉課

概ね65歳以上のひとり暮らし高齢者または高齢者世帯員で住民税非課税世帯に対し、電磁調理器を給付する。（H24より火災
警報器給付は終了）

事業コード

1674
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活動指標

市直営現在

指標名 単位 年度 H22（2010） H23（2011） H24（2012） H25（2013） H26（2014）

成果指標

一般会計

単独事業

扶助費

総
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体
系

総
合
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画

体
系

総
合
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画

体
系

総
合
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体
系

基本施策
体系

重点施策
体系

広報紙等による事業ＰＲ 目標値 1111 2222 2222 2222 2222回

実績値 1111 2222

申請者への給付率 ％ 目標値 100100100100 100100100100 100100100100 100100100100 100100100100

計算
根拠

給付者／申請者

実績値 100100100100 100100100100

達成率
（％）

100100100100 100100100100

実数値 73/7373/7373/7373/73 13/1313/1313/1313/13

ランク AAAA AAAA

健康で長生き、笑顔で暮ら
すまちづくり

高齢者福祉・介護サービス
を充実する

高齢者

基本目標 属性 基本施策

日常生活支援の充実

実施施策

4024

H23事業名 日常生活用具給付等事業 1674

681



平成平成平成平成24242424年度年度年度年度　　　　事務事業評価事務事業評価事務事業評価事務事業評価____事務事業調書事務事業調書事務事業調書事務事業調書　（　（　（　（評価対象事業評価対象事業評価対象事業評価対象事業））））

Ｃ
Ｈ
Ｅ
Ｃ
Ｋ
（

Ｃ
Ｈ
Ｅ
Ｃ
Ｋ
（

Ｃ
Ｈ
Ｅ
Ｃ
Ｋ
（

Ｃ
Ｈ
Ｅ
Ｃ
Ｋ
（
評

価
評

価
評

価
評

価
）） ））

Ａ
Ｃ
Ｔ
Ｉ
Ｏ
Ｎ

Ａ
Ｃ
Ｔ
Ｉ
Ｏ
Ｎ

Ａ
Ｃ
Ｔ
Ｉ
Ｏ
Ｎ

Ａ
Ｃ
Ｔ
Ｉ
Ｏ
Ｎ

【廃止可能性】
　ある場合、当該事業の廃
　止は可能ですか。

【競合】
　国、県、または民間のサー
　ビスと競合している事業は
　ないですか。

【ニーズ】
　住民等のニーズは十分に
　ありますか。

高齢者を抱える家族やケアマネジャー等からの申請・問合せが継続的にある。根
拠

事業名

主体

必
要

性

【行政関与】
　行政が実施すべき事業で
　すか。

現物給付事業であり、市以外では行えない。根
拠

根
拠

有
効

性
効

率
・
効

果

【コスト削減】
　今以上に、コストを削減す
　る余地はありますか。

【財源確保】
　今以上に、財源を確保す
　る方法はありますか。

【成果向上】
　今以上に、成果を向上させる
余地はありますか。

ある

はい

ない

なし

ない

ない

【統廃合可能性】
　ある場合、当該事業の統
　廃合は可能ですか。

【類似重複】
　本市の事務事業の中で、
　目的や概要が類似する事
　務事業はないですか。

事業名

所管課

根
拠

ない

ますます高齢者が増加していくので、コストを削減する余地はない。根
拠

国・県等の補助制度が存在しない市単独事業であるため、これ以上は望めない。

根
拠

広報などで周知し、利用促進を図る。
根

拠

火災報知機は、５月末までに設置が義務付けられてお
り、法律に定められた期日が過ぎたことから、制度の
廃止を進めたい。

維持維持維持維持

平
成
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4
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度
取
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み

【平成25年度　方向性】

ひとり暮らし高齢者または高齢者世帯員の心身機能の
低下に伴う火事、やけどなどの防止を図るため、電磁
調理器を給付する。

平
成
2
5
年

度
計

画

【平成24年度　方向性】 内容縮小

取組選択
年度

実施状況

H22（2010） H23（2011） H25（2013）H24（2012） H26（2014）
不可能 不可能－

－ 未実施 未実施

不可能

【H25提案型市民主役オープン事業実施】 不可能 〈不可能選択理由〉

その他
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